
都道府県労働局

労働基準部労災補償課長殿

事 務 連 絡

平成 27年3月 18日

厚生労働省労働基準局

補償課長補佐（業務担当）

効果的な債権回収業務の実施に係る参考事例集の作成について

第三者行為災害に係る求償債権の回収業務の弁護士への委託（以下「弁護士

委託Jという。）については、平成 17年7月 19日付け基発第 0719002号「求償

債権の回収業務の業務委託の実施について」において求償債権の回収業務委託

実施要綱を定めているところであるが、直近3か年において弁護士委託を行っ

た都道府県労働局は数局に限られているという現状である。

この状況を踏まえ、平成 27年2月 13日付け労災発 0213第2号「労災補償業

務の運営に当たって留意すべき事項について」おいて別途送付することとして

いた参考事例集を別添のとおり作成したので、これを参考にして、弁護士委託

の仕組みを一層活用されたい。
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I 求償債権の回収業務委託の概要

詳細は平成 17年7月 19日付け基発0719002号において定める「求償債権の回収業務委

託実施要綱」のとおりであるが、概要は以下のとおり。

1 委託対象事案

求償債権の額が 300万円（200万円）以上であって、回収に当たって困難が伴うと見

込まれるもの。

2 業務内容

(1) 求償債権回収のための次の業務（労働局長への報告を含む。）

ア 折衝前の準備調査（過失割合や不動産評価証明等の資産調査など）

イ 債務者に対する内容証明郵便の送付

ワ 内容証明郵便を送付後、債務者から連絡がない場合の再送付

エ債務者との折衝

オ債務承認書の作成

カ 「委託業務終了報告書Jの提出

キ その他、債権回収のために必要な業務

(2) 上記（1)の業務を行っても回収ができない場合は次の業務

ア 回収に至らなかった経緯の報告（任意様式による） ｛ 

イ 回収業務で知り得た資料の提出

ウ 「委託業務終了報告書」の提出

3 契約及び報酬の支払

(1) 契約期間

契約期間は契約日から契約年度の末日までとするが、業務の必要性が認められる

場合について再契約することを妨げない。

(2) 報酬額

報酬は報酬算出表（最低保証額20万円＋回収額比例額）に基づき支払う。また、

業務を行うに当たって要した旅費は、報酬額とは別に国家公務員等の旅費に関する

法律に基づき支払う。

(3) 予算の示達

報酬の支払に係る予算は、本省に対して提出する「債権回収業務契約報告書」の

内容により、その都度、必要額を本省から示達する。

4 契約時に手交すべき書類

求償債権の回収業務委託実施要綱、契約書、委託業務終了報告書、及び求償債権の回

収業務に係る報酬額算出表
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5 弁護士の選任

委託を行う弁護士の選任については、民事債権の回収業務に係る受託経験（委託者を

問わない）があること、委託時において当該債務者との聞に契約等を締結していないこ

とが要件であるが、それ以上の要件は課していないので、労災法務専門員又は弁護士会

に相談する等の方法により委託者を選任すること。

6 弁護士への委託に当たっての留意事項の説明

求償債権は国の債権であるので、債権額の変更については、変更すべき理由と、減額

の根拠が明確であることが必要である。したがって、交渉過程での譲歩による減額がで

きないこと、減額する必要性が生じた場合には事前に局と協議することを委託時に説明

しておくこと。
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r TI 具体的な活問

直近3か年に委託を行った事例を中心に、具体的な活用事例を5例整理して掲載した。

（注）今回掲載した事例では、業務委託する労災法務専門員に対して多くの資料等を提供し

ているが、これは、あくまでも例で5あって、特段資料を作成せずに相談、業務委託を行

っている事例も存在する。

資料作成の必要性、内容の程度については、事案の内容や日頃からの相談経過によっ

て様々であるため、当然のことながら、これだけの資料を作成しなければならないとい

うことを示す意図ではないことを申し添える。

＜事例 1>
自動車保険会社（任意）が免責を主張し、求償に応じない事案

＜事例2>
自動車保険会社（任意）の損害賠償打切り後の労災保険給付に係る求償に、治ゆ日後の給

付であるとして、自動車保険会社が求償に応じない事案

＜事例 3>

自動車保険会社（任意）が、傷病年金受給者の治療費及び休業損害について、特定日以降

は治ゆ後の治療等であると主張し、求償に応じない事案

＜事例4>

自動車保険会社（任意）が、暑が労災保険給付額を通知していたにもかかわらず、当該通

知を承知していなかったと主張し、求償に応じない事案

＜事例5>
特定の自動車保険会社（任意）が、複数の債権について労働局の督促を長期開放置するな

ど不誠実な対応で、求償に応じない事案
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活用事例 1

1 事案の概要

平成圃年．月．日、圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃・・・・・・・・第二当事者が運転

する普通貨物自動車がセンターラインを越えて第一当事者に突っ込み負傷させた事案。

第一当事者は．．．．．． 重傷を負い療養継続中であるが、自動車保険非対応となったた

め、平成．年．月．日に労災請求を行い、労災保険給付額は

なお、過失割合については第二当事者の過失 100%で疑義は生じていない。

2 債権回収に当たっての困難点

自賠責保険への求償は完了しているが、以下の理由から、損害賠償責任を負う債務者の

特定が困難でかつ免責を主張されている状況にあり、残額を誰に対して求償すべきかに疑

義が生じている。

①第二当事者本人

②第二当事者が加入する自動車保険会社

免責を主張し保険給付を行わないと主張している。（※何度照会しでも、なぜ免責

となるのか明確な回答がない。）

③第二当事者運転車両の保有者として運行供用者責任を負う

対応は自動車保険会社に一任しているという主張のみ。

3 委託までの経緯

(1) 署からの債権発生通知及び添付資料の送付により上記2の状況を把握。

(2) 労災法務専門員に相談。

(3) 自賠責へ直接求償。

(4) その後の求償に係る調査方針について、労災法務専門員へ相談。

(5) 労災法務専門員の助言を踏まえて調査を実施。

(6) 自動車保険会社及び・・・・・・・・へ納入告知書を送付。

(7) 労災法務専門員と債権回収業務について委託契約を締結。

4 委託の結果

継続中であるが、以下のとおり回収に向けて状況は改善している。

＜これまでの対応状況＞

本件の保険会社は免責と主張する理由を全く回答しない等不誠実な対応をとり続けて

いたが、弁護士対応を予定している旨最後通告したところ、対応が一変したもの。

4 



5 本件のポイント

署から報告により複雑困難な事案であることを把握し、その後すぐに対応方針を労災法

務専門員に相談している。

その結果、必要な調査が的確に行われるとともに、事案の内容について情報共有が図ら

れ、内容を十分に把握した段階で同人と委託契約を締結することができている。弁護士へ

の回収業務の委託に当たっては、委託者を探すことや、その事案の概要を説明することが

必要となるが、労災法務専門員へ事案の調査段階から相談じ関与していただくことにより、

債権回収業務委託のための作業を軽減することにつながっている。

労災法務専門員へ委託を検討する際の手法としての好事例である。

6 参考資料

・委託に際して提供した資料一覧（事例 1)

・起案文例（後記皿）
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委託に際して提供した資料一覧（事例 1)

第一当事者（被災者） 甲

第二当事者（加害者） 乙

1.担当者等一覧

悌一当事者（被災者）からの提出資料

2.療養補償給付たる療養の給付請求書

3. 交通事故証明書

4.交通事故発生現場図

5.別冊判例タイムズ38 [39］図

6.第三者行為災害届（被災者からの事故報告） その1～その4

7.念書（兼同意書）（被災者）

8. 労災保険先行願

9. 被害者の父が加入する自動車保険証券（人身傷害保険）

悌二当事者（加害者）からの提出資料

10. 第三者行為災害報告書（加害者からの事故報告書） その1～その2

｜第二当事者に関する情剖

11. TS  R情報（平成圃年国月園日付け）

12.官報検索結果一覧

14. 

｜自賠責保険会社関倒

15. 平成．年．河．日付け支払状況照会

16. 平成田年．月圃日付け同回答

17. 自賠責保険支払通知関係、入金記録

惟意保険会社関係｜

. 18. 平成．年置月．日付け電話照会メモ

19. 平成圃年圃月．日付け支払状況照会

20. 平成．年圃月．日受付同回答

21. 平成．年．月．日付け照会文書

22. 同回答（平成．年．月．日付け電話聴取記録）
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23. 平成．年．月．日付け損害賠償請求予告文書（No.37同意書添付）

24. 同回答（平成．年圃月．日付け「事故に関するご連絡J)

25. 平成．年．月．日付け「第三者行為災害による損害賠償の請求についてJ

26. 平成田年圃月．日作成納入告知書（No.3、6、7写し添付）

圃・・・圃関倒
27. 平成．年．月．日付け

28.ーーーー一一一ー料金精算明細書
29. －圃園田約款（ホームページより）

30. 平成圃年．月園日付け損害賠償請求予告文書

31. 平成圃年．月．日付け「第三者行為災害による損害賠償の請求について」

32. 平成．年．月．日作成納入告知書，

｜人身傷害保険の取扱い状況｜

33. 平成．年国月．日付け担当者への電話聴取記録

H也車運転危険補償特約の有無｜

34. 平成．年圃月．日付け保険代理店担当者面談聴取記録

35.有限会社丙の社有車に係る自動車保険約款抜粋（他車運転危険補償特約）

｜第二当事者への調査｜

36. 平成．年．月．日付け加害者乙面談聴取記録

37. 乙個人情報提供同意書（平成．年．月．日付け）

38. 平成．年圃月．日付け「事故に関するご連絡J（任意保険会社から乙あて）

｜労災法務専門員相談記銅

39. 平成田年．月圃日（第 l回～第4回相談）

40. 平成田年．月．日（第5回相談）

搬災者への労災保険給付状況資料（平成圃年．月圃日現在）｜

41. 診療費レセプト

42. 薬剤費レセプト

43.休業補償給付情報検索

44. 年金概要検索

45. 介護補償給付情報検索
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活用事例2

1 事案の概要

平成圃年．月．日に第一当事者は第二当事者Aが運転する自動車に同乗して出勤途上、

第二当事者Bが運転する自動車との衝突事故により負傷した。

第二当事者Aが加入する自動車保険が平成．年圃月．日までで損害賠償を打ち切った

ため、労災保険に保険会社打ち切り後の治療費等の請求が行われ、平成．年圃月．日ま

で労災保険給付・・・・・・・・・・・を行ったものである。

なお、第二当事者Aと第二当事者Bの過失については第二当事者A80%、第二当事者B

20%で物損示談が成立しており、求償に際し、第二当事者A自賠責保険は残額無しのため

請求できず、第二当事者B自賠責保険からは競合請求により．．．．． が応償されたのみ。

2 債権回収に当たっての困難点

保険会社は、平成．年．月圃日で本件事故による傷害は治ゅーしたものと判断し損害賠

償を打ち切っていることから、その後行った労災保険給付について、保険会社が求償を拒

否している。

また、第二当事者A及びBは両名とも国外に転居し、所在不明となっている。

① 主治医の判断

保険会社が主張する治ゆ日は、治療中止の診断書であり、その後も治療及び休業の必

要性を認め、結果として治療は打ち切られず継続しており、最終的な症状固定日は平成

．年圃月．日であった。なお、署においては当該主治医の判断を確認の上、保険給付を

行っていた。

② 示談の状況

保険会社は損害賠償を打ち切った後、速やかに示談を行っておらず、主治医の症状固

定の判断後に示談をしている。さらに、示談の内容も労災保険給付を受けることを前提

として、その上乗せとして一定額を支払うこととしており、損害賠償対象期聞が矛盾し

ていた。

3 委託までの経緯

(1) 当初より保険会社が求償む応じない旨回答していたため、自賠責請求後、残額の回

収方針について労災法務専門員に相談。

(2) 第二当事者が2名とも所在不明であることが判明し、保険会社から示談が成立した

旨の回答があった。

(3) 労災法務専門員に対応方針を相談。

(4) (3）で助言された資料を収集し、上記2の情報が判明した。

(5) 労災法務専門員と債権回収業務について委託契約を締結。
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4 委託の結果

委託契約の締結後、保険会社との交渉は弁護士に一任。

保険会社及び第一当事者の代理人弁護士に対する調査により、保険会社の主張の矛盾点

を指摘することができ、保険会社が求償に応じることになった。求償額についても全額応

じるべきとの主張を行ったが、保険会社から「第一当事者が本件事故直前に別の交通事故

により負傷しており当該負傷による部分は減額すべき」との主張がなされた。

保険会社から主張の根拠に係る資料が提出され、同内容が合理的であると認められたた

め、本件事故前の事故に起因する部分の減額を行い、全額応償された。

5 本件のポイント

治ゆ日の認定について、署の給付調査において主治医への確認が的確に行われており、

診断書等の書証も充実していたことに加え、調査方針等について業務委託する労災法務専

門員に委託前から相談していたことにより、資料収集後の保険会社との交渉が優位に進め

られた好事例。

6 参考資料

労災法務専門員に対する協議資料（事例2)
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｜労災法務専門員への協議資料（事例 2l I 

債権回収事案の概要

1 第一当事者 00  00  

2 災害発生日時・場所

(1) 日時 平成．年圃月．日午後園時圃圃分頃

(2）発生場所 ・・県ムム郡××町00地内

3 第二当事者

(1) A （被災労働者が同乗していた車両の運転手）

(2) B （被災労働者が同乗していた車両と衝突した相手方）

※両者は不真正連帯債務者の関係にある。

※双方の住所に求償予告文書を送付したが、宛先不明で返送されている。

4 事故発生状況（資料No.l. 2. 3) 

第一当事者は夜勤のために会社に向かう途上において、同僚のAが運転する普通乗用自

動車の助手席に同乗し、・・県ムム郡××町00地内の二車線の道路の左側車線にて信号

待ちで停車していた（前方には数台の車が信号待ちをしていた）。その後、 Aが信号待ち

の縦列から右折レーンに車線変更した際に、当該車線の右レーンを直進して走行していた

Bが運転する普通貨物自動車に衝突したもの。

5 身体損傷の状況（資料No.8. 10. 11. 13) 

(1）第一当事者

ア傷病名

イ 医療機関

．．整形外科主治医ムムムム

(2）第二当事者（A、B)

双方ともに負傷なし。

6 双方の過失割合について

第一当事者は、 Aの運転する普通乗用車の助手席に同乗していたことから、本件に関し

て過失が認められないため、第一当事者の過失割合0%、第二当事者の過失割合 100%と

認定した。（なお、第二当事者間においては、 A80%、B20%で物損示談を交わしている。）
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7 治療費及び休業損害の支払い（資料No.4. 8. 9) 

(1)治療期間（平成．年国月回目～平成圃年・圃月．日）

当初、 Aの任意保険会社が任意一括扱いとして治療費及び休業損害を支払っていたも

のの、平成．年圃月園日にて治療中止の診断書を主治医から取り付け、同日までで損

害賠償を打ち切ったもの。

その後、労災請求が行われ、療養の必要性が認められたため、労災保険は任意保険会

社が打ち切った後の補償を平成．年．月．日（主治医の治癒診断日）まで行ったもの

であるロ

(2）支払額の内訳

ア任意保険会社の損害賠償

治療費 平成．年．月．日～平成．年．月園田

休業損害平成．年．月．日～平成．年．月．日

イ 労災保険の給付額

療養給付平成．年．月．日～平成．年．月．日

休業給付平成．年圃月．日～平成．年．月園日

．． 

8 自賠責保険の支払額（資料No. 5) 

(1) Aの自賠責保険

(2) Bの自賠責保険

9 任意保険の支払い額（資料No.6. 12) 

(1) Aの任意保険会社（任意一括）・・ ・・・・・・

． ．．．． 

．．．．． 
．．．．．．．．．． 
．．．．．． 

支払内訳治療費

諸経費

休業損害

慰謝料

・・圃・・・
．．．． 

．．．．． 

．．．．． 

(2) Bの任意保険会社 -・  

10 Aの任意保険会社に対する求償額（資料No.6) 

11 任意保険会社に対する求償結果（資料No.7. 13) 

任意保険会社は、平成圃年圃月圃日をもって打切りの判断を行っており、その後の期
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聞の労災保険給付に係る求償には応じることはできないと主張している。

（打切りの根拠）

主治医の「平成．年．月園日にて治療中止の診断書」の取り付け、及び顧問弁護

士の意見「（治療期聞が）一般的な圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃・損害賠償の域を逸脱してい

る」を4専たこと。
平成 ．． 年・E月にレントゲン、カルテ等の医学的な資料を全て取り寄せた上で、会

社の顧問医に意見を求めたところ、「器質的な異常は認められず、（打ち切り後の）

治療は必要ない」との回答を得ていること。

12 示談について（資料No.12)

平成．年．月．日に「人身損害に関する承諾書」により示談成立。

（示談内容抜粋）
『既支払額圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃の他、．．．．．．を受

領した時は相互間には債権債務がないことを確認・・・』

※ 任意保険会社は、圃圃圃圃圃圃圃圃については、自社が認定した損害賠償期間に対

する慰謝料であるとの主張。

13 第一当事者の症状固定に関する主治医意見（資料No.10)

(1)局からの照会内容

任意保険会社は、平成．年．月．日で治療中止とし、平成．年国月．日以降の支

払は不可としているが、平成 ．． 年．月．日以降の療養の必要性についてご教示いただ

きたい。

(2）主治医の回答

患者の発言であるが、平成．年圃月回日くらいの時点で、自覚的には 50%くらい

治ったと言っていた。したがって、 80%くらいまで自覚的に治れば、例え症状固定にし

ても軽作業より始めて、やがて労働のできる体に戻れるのではないがと考えた。

14 ご教示いただきたい事項（資料No.9. 11. 12) 

局としては、主治医が被災者に対する治療及び休業の必要性を認めていることを確認し

た上で、給付を行ったものである。

また、任意保険会社は治療中止の診断書を取り付けて打ち切ったと主張するが、治療は

継続しており、最終的な症状固定診断日は平成田年国月．日である（なお、任意保険会

社は損害賠償を打ち切った後、速やかに示談は行っておらず、主治医の症状固定の判断の

後に示談を取り交わしている。）。

さらに、上記示談において、労災保険給付等の上乗せとして（労災保険給付を前提とし

た上で）圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃ーにより示談としており、損害賠償対象期聞が矛盾するもの

である。

以上のことから、任意保険会社の判断は、主治医の実際の治療行為及び判断を無視した
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ものであり、局の求償に応ずべきものと考えるが、ご意見を伺いたい。
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＜事案に係る資料＞

No. 1 

No. 2 

No. 3 

No. 4 

No. 5 

No. 6 

No. 7 

No. 8 

No. 9 

No. 10 

No. 11 

No. 12 

第三者行為災害届

第三者行為災害報告書（第二当事者A及びBからそれぞれ徴したもの）

交通事故証明書

損害賠償等につき回答（平成．年．月．日付け、 Aの任意保険会社）

損害賠償等につき回答（平成．年．月．日付け、 Aの自賠責保険会社）

第三者行為災害による損害賠償の請求について（Aの任意保険会社あて）

求償に対する回答文書（Aの任意保険会社）

労災保険給付に係るレセプト関係資料

労災保険給付に係る休業給付関係資料

局からの照会に対する主治医の「傷病の状態に関する診断書」

主治医の診断書

人身損害に関する承諾書（示談書）

No. 13 Aの任意保険会社が取り付けた主治医の診断書

No. 14 監督署における処理経過簿

No. 15 労働局における処理経過簿

No. 16 その他

＜参考＞

保険会社担当者一覧
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活用事例3

1 事案の概要

第一当事者は徒歩で帰宅途中に、片側一車線対面通行の道路を横断歩道以外の場所で横

断中に第二当事者が運転する圃・・と接触し圃圃・の重傷を負ったもの。

(1) 求償の経過

① 平成．年．月に治療費部分について一部請求（納付済）

② 災害発生から3年経過するため、求償対象額の残額（．．．．．．． ）を請求した

ところ、平成．年．月圃日で症状固定との医師の診断書が存在するため、それ以

降の求償には応じられないと主張。

(2) 労災保険給付状況

①療養給付災害発生日（平成．年．月．日）から 15日後～支給

②休業給付災害発生日～平成圃年．月末まで

③傷病年金平成．年．月～

(3) 当事者の示談状況

第二当事者所属の．．．．．．． が契約する自動車保険会社が と示談

交渉を行っているが、対応してもらえず未成立。

2 回収に当たっての困難点

自動車保険会社が、傷病年金支給期間分について、一部を症状固定後であり応じられな

い旨主張していること、また、示談交渉が難航しており後遺障害認定が行われず総損害額

も確定しないことから求償に応じることができないと支払時期についても猶予を求める

主張で、あったこと。

なお、本件の過失割合について双方の意見は一致していた。

3 委託までの経緯

(1) 労災法務専門員に事案を説明し、委託について了承を得る。

(2) 労災法務専門員に委託（．年度）。

(3) 全額債務承認、一部納入で業務終了（残額について後遺障害認定時に再協議する旨

の確認書を交わしている）。

(4) 3年後に示談未成立の状態で第一当事者死亡（事故による負傷とは直接因果関係が

認められない疾病が死因である）。

(5) 残額について再協議の必要が生じたため、当該労災法務専門員に再度委託（．年度）。

4 委託の結果

(1) ．年度委託

委託後、保険会社との交渉は受託者へ一任。相手方保険会社も弁護士に委託したも
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の。以降、弁護士聞の交渉を重ね、「第一当事者が自賠責保険の後遺障害の認定も受け

ていないので全損害が確定せず、症状固定後の治療費、休業損害が支払いにくい」と

いう主張になり、求償額に対しては承認するが、支払時期について協議をお願いした

いという申出が保険会社から行われた。

当該申出を受けて、示談未成立の状況下で支払を強硬に求めることも困難であるた

め、①労働局が保険会社に対して請求を行う額、②保険会社がその一部を内払（． 
．．．．．． ）すること、③第一当事者の後遺障害認定後に残額及び遅延損害金の支払

いについて協議することについて「確認書」を交わし、業務を終了した。

(2) ．年度委託

第一当事者が後遺障害認定を受けないまま死亡したことから、第二当事者が遺族に

対して損害賠償存否確認調停を申し立てた。労働局としても「確認書」において約し

た残額の請求に係る協議を行う必要があったため、再度弁護士に委託を行った。

保険会社に対して残額の支払いを求める過程で、第一当事者の遺族の代理人弁護士

が自賠責の後遺障害認定手続が行われたため、この認定過程において労災保険給付の

考え方等への照会への対応を行っていただいた。

結果として、自賠責の後遺障害認定後に請求額のうち（1)で内払いされた残額（． 
．．．．． ）が応償され、全額回収することができた。

5 本件のポイント

本件は、後遺障害認定が行われていないにもかかわらず保険会社が、特定日以降の治療

費等の支払ができない旨主張していたものであるが、弁護士聞の交渉により、支払日さえ

確定すれば全額応償することが確認されたもの。保険約款上、後遺障害を含む保険金の支

払が後遺障害認定後でなければ行い得なかった保険会社側の事情により処理期間が長期

にわたっているが、弁護士聞で争点整理が効率的に行われた事案である。

6 参考資料

労災法務専門員に対する協議資料（事例 3)
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｜労災法務専門員への協議資料（事例3l I 

債権回収事案の概要

1 災害発生状況

第一当事者が徒歩で帰宅途中に、第二当事者が運転する圃・・に際かれたもの。なお、

過失割合は「第一当事者 20%：第二当事者80%」である。

2 事故の当事者

(1) 第一当事者（被害者）

氏名 0000 

所在地： 00市××町1ー 2-3

所属事業場：ムム工業附（00市××町4-5-6)

(2) 第二当事者（加害者）

ア・・・・（運転者）

ィ oo•・圃E附（事業主）
ウ ロロ損害保険附（事業主が加入する任意保険会社）

3 療養の経過

(1) 平成．年圃月圃日（・日～0日まで自賠責保険適用で、 O日～労災保険適用）

A病院入院（レセプト診断名）

(2) 平成．年国月

A病院の甲医師による診断書受理。（診断書要旨：労災保険として治療継続を認める）

(3) 平成．年圃月

A病院の甲医師による診断書受理。（診断書要旨：労災保険として治療継続を認める）

(4) 平成．年圃月圃日

B病院へ転医

(5) 平成．年圃月．日

ーC病院へ転医（レセプト診断名）

(6) 平成．年圃月

C病院の乙医師による診断書受理。（診断書要旨．労災保険として治療継続を認める）

※ 平成．年．月～傷病年金移行

(7) 平成．年圃月園日

D病院へ転医（レセプト診断名）

(8) 平成．年．月園日

E病院へ転医（レセプト診断名）

※ 保険会社はE病院の丙医師の診断書「初診（転医）時には症状固定に至って

いたと考えられたJとの記載をもって、同日での症状固定を主張。
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(9) 平成．年国月．日

F病院へ転医（レセプト診断名）

(10) 平成．年．月

F病院の丁医師による診断書受理。（診断書要旨）

(11) 平成園年．月

F病院入院継続（レセプト記載の傷病経過）

※求償額算定期間終了（災害発生後3年経過のため）

(12) 平成．年．月

F病院入院継続（レセプト記載の傷病経過）

(13) 平成圃年．月

F病院入院継続（レセプト記載の傷病経過）

現在（平成圃年園月）に至る

4 事案の争点

(1) 保険会社の主張

上記3の（8）のとおり、 E病院の丙医師の診断書の記載をもって症状固定と判断して

いるため、それ以降の求償には応じられないと主張している。（それ以前の求償には応

じると思われる。）

(2) 局の主張

上記3の（8）以降、現在に至るまで医師の診断によって治療（入院）の必要性が継続

して認められている。そのため、求償期間完了（災害発生後3年間）まで、求償に応じ

てもらいたい。

※ 上記3の（10）で受理したF病院の丁医師による診断書において「今後6か月の症

状変化見込みなしJとの記載もあるが、同時に「今後の治療及び入院の要否jにつ

いては「現在の治療の継続要Jで「・・・・・・・・・・・・の管理のための入院を要

す」とされている。
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活用事例4

1 事案の概要

自賠責保険も任意保険も C保険会社が保険者である事案について、暑が労災保険給付

（遺族補償年金前払一時金及び葬祭料）の支払予定日及び支払予定額を付して、 C保険会

社へ損害賠償等の照会を行っていたにもかかわらず、労災保険給付から 3か月後に、 C保

険会社が受給者に対して重複の填補を行っていたもの。

局において求償のため、請求書を送付したところ、 C保険会社は支払済のため応償不可

と回答している。（ ） 

2 回収に当たっての困難点

署からC保険会社D支店に対して、自賠責及び任意保険の支払状況に係る照会文書を送

付しているが、当該文書が自賠責部門のみで管理され、任意保険担当者は承知していなか

ったと主張している。

本件は、任意一括対応であったことから、任意保険部門の担当者が当該照会文書の内容

を承知していなかったことで重複払いを行っている。

当該理由により C保険会社に重複払いの暇庇がないため求償には応じないという主張

である。

3 委託までの経緯

(1) 重複払い発覚後に、当該保険給付の取扱いを本省協議。（求償すべきと回答）

(2) 労災法務専門員に本件に係る行政の破滅について見解を相談。

(3) 労災法務専門員から全額求償可能（ただし、行政の破疲による減額を主張される可

能性はある。）との回答を得て、再度C保険会社へ請求。

(4) C保険会社は何ら新たな主張なく、従来の回答を繰り返すのみ。

(5) 労災法務専門員と債権回収業務について委託契約を締結。（．年度契約）

4 委託の結果

5 本件のポイント

本件は、署が労災保険給付予定日を通知した後に、保険会社が重複の填補を行ったもの

で、この結果につき行政の取疲が認められるか否か争点であるが、保険会社の担当者とは

この点の議論が進まなかったため、委託により弁護士同士の論点整理が期待できる。

6 参考資料

労災法務専門員に対する協議資料（事例4)
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｜労災法務専門員への協議資料（事例 4)I 

債権回収事案の概要

1 災害発生状況

(1) 事故発生日 平成．年．月．日午後．時．分

(2) 事故発生場所・・市××町 148番地国道・号線

(3) 交通事故状況

2 労災請求に至った経過

(1) 死亡労働者 x 昭和．年．月．日生（死亡当時圃歳）

(2) 請求人 w 昭和．年園月．日生（．．．． ） 

3 損害賠償に対する照会等の時系列

(1) 関係先

Yが加入する自賠責保険 C保険会社

Yが加入する自動車保険 C保険会社

※ 本件は、Y車両の保険会社が対応すると整理されている。（Z1,Z2への誇求なし）

(2) 自賠責保険への照会

① 平成．年圃月．日

C保険会社D支店に対して、署長より労災保険給付予定及び自賠責保険からの支

払状況について照会。（資料No.5)

②平成．年．月圃日

C保険会社E課より請求がない旨の回答書受理。（資料No.6) 

③平成圃年院国日

C保険会社D支店に対して、署長より ．．．．．． の療養補償給付及び遺族前払

い一時金を平成．年．月末に支払う予定である旨を通知。（資料No.7) 

④ 平成．年．月．日

C保険会社D支店に対して、署長より の遺族年金及び葬祭料を平成
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．年．月．日に支払い済みである旨を通知。（資料No.8)

⑤ 平成．年．月．日

C保険会社Fグループより、対人一括処理でC保険会社Gセンターが担当（担当

者N）しており、平成．年院．日に自賠責保険の死亡損害金圃・・・・・円及び

傷病．．．．を支払い済みとの回答を受理。（資料No.9)

(3) 自動車保険への照会

本件は、自賠責保険と自動車保険の取扱いが同じ保険会社であったことから、暑は

上記（2）の①、③、④の通知は自賠責保険及び自動車保険に実施しているという認識

であった。

① 平成．年．月．日

C保険会社Gセンターに対して、署長より平成．年．月．日に労災遺族補償年

金及び葬祭料圃・・・・・Eを支払い済みである旨を通知した。（資料No.10)

② 平成．年圃月．日

C保険会社Gセンター担当者Nより、平成．年．月．日に示談が成立し、死亡逸

失利益ーーーーーーー、死亡慰爵持ヰ ．．．．．．． 、葬儀費．．．．．．．及びその他

国・・圃をWに、その他・・圃を病院に対して平成田｜年．月．日に支払い済み

との回答受理。（資料No.ll) 

4 損害賠償に至った時系列

①平成． 年F ・日

署長より局長に対して「保険給付（求償権取得・債権発生）通知書」の進達。

② 平成．年I.ii1 s 
C保険会社E課に対して、治療費・・圃圃圃の求償予告書を送付した。（自賠責の請求）

③ 平成．年．月．日

②の請求額が納付された。

④平成圃年．月～．月

本省に対して、自動車保険会社から同一事由である死亡損害金及び葬儀費用が支払わ

れているので対応方針を協議した結果、求償手続きを進めるよう指示された。

⑤平成圃年圃月．日

．．．．（資料No.12)

⑥平成．年．月園日

C保険会社Gセンター担当者Nに、上記3の（2）の③のとおり通知済みであるので求

償事案として納入告知書を送付する旨を通知したところ、署からGセンターに連絡がな

かったので、求償には応じられないとの回答があった。
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⑦ 平成．年．月．日

損害賠償金圃圃・・の納入告知書を、 C保険会社Gセンターあて送付した。

③ 平成．年圃月．日

C保険会社Gセンターより、損害賠償には応じられない旨の申立書及び納入告知書が

返送された。（資料No.13)

5 ご教示願いたい事項

本件は、自賠責保険と自動車保険の取扱いが同じ保険会社であったことから、署は上記

2の（2）の①、③、④の通知は自賠責保険及び自動車保険に実施しているという認識でお

こなっている。（※照会文書に自賠責保険証明書番号及び自動車保険証券番号を付してい

る。）

しかしながら、対人一括対応の担当者は自動車保険を担当しているC保険会社Gセンタ

ーあてに連絡がなかったので、求償には応じられないと主張されているところである。署

長が同一保険会社の異なる部門に対して労災保険の支払について予告していることを理

由に求償に応じられないとするC保険会社の主張は妥当なものかご教示願いたい。

＜事案に係る資料＞

資料No.l 遺族補償年金支給請求書

資料No.2 遺族補償年金前払一時金請求書

資料No.3 葬祭料請求書

資料No.4 交通事故証明書

資料No.5 C保険会社D支店への照会書．．．．． 

資料No.6 C保険会社E課回答書．．．．． 

資料No.7 C保険会社D支店への通知書圃・・・・

資料No.8 C保険会社D支店への通知書．．．．． 

資料No.9 C保険会社Gセンターからの回答書．．．．． 

資料No.10 c保険会社Gセンターへの照会書・・・圃圃

資料No.11 C保険会社Gセンターからの回答書圃・・・・

資料No.12 自賠責調査事務所電話聴取書．．．．．． 

資料No.13 C保険会社Gセンター担当者Nの申立書．．．．．． 
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活用事例5

1 事案の概要

A保険会社に対して求償した債権について、複数の債権が、担当者に何度連絡をしても

応答なく、納入されない状態が継続していた。（．件、・・・・圃圃圃園田）

2 回収に当たっての困難点

納入告知後、何度も電話督励を実施して支払の意思の有無や納付見込み時期等について

確認しているにもかかわらず明確な回答がない状態が継続していた。

さらに、担当者を訪問し納入督励を実施しでも、なんら連絡がない不誠実な応対が続い

ていた。

3 委託までの経緯

(1) 電話督励の実施。

(2) 訪問督励の実施（最終通告）。

(3) 労災法務専門員と．件の債権回収業務について委託契約を締結。（当該労災法務専門

員はB保険会社の顧問弁護士でもある。）

4 委託の結果

委託者名で保険会社に請求書を送付したところ．件すべてについて応償する旨の連絡

があった。（係争中の事案を除き全件ほぼ請求額で納入された。）

なお、これらの債権回収後、局は当該保険会社に対して一連の対応に係る抗議の申し入

れを行っており、当核保険会社からは、謝罪とともに、今後同様のことが発生しないよう

全社員に周知するとともに原因等について報告する旨、関係改善に向けた回答を得ている。

5 本件のポイント

局担当者が回収のために多くの労力をかけていたにもかかわらず不誠実な対応が改善

されなかったが、委託により A保険会社の対応が改善され、速やかに回収できたという事

例。圃件の債務だけの問題にとどまらず、労働局とA保険会社との関係につドて改善を迫

る意味でも効果的な手法であったと考える。
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施行注意

竺出
亘豆盃E「

回品．組長L圃
起案 平成 27年 l月 O 日

決綾 平成 年 月 日

施行 平成 年 月 日 印

公印 平成 年 月 日 印

起集担当者験氏名印

労働基準都労災補償続

労災保険給付専門官 00 00 印

標題

第三者行為災害に係る求償債権の回収業務の業務3寄託契約について

局長

労働基準部長

労災補償裸長

労災管理調整官

地方労災補償監察官

費期徴収専門官

労災保険給付調査官

総務部長

総務謀長 総務線長補佐

会計第一係長

会計第二係長
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伺

標記について、現在来納であって回収困難となっている第コ者行為災害に係る損害

賠償金の求償債権について、平成 17年 7月 19日付け厚生労働省労働基準局長通達

「求償債権の回収業務の業務委託の実施について」（平成26年3月25日一部改正）

に基づき、下記のとおり弁護士へ委託することとしてよろしいかお伺いいたします。

記

1 回収業務を委託する債権

( 1）債務者1 任意保険会社

担当部署 00損害サービス課

所在地 00市ムム町1-2-3

債務者2

所在地 00市××町4-5-6

(2）債権額

( 3）債務内容 甲に係る損害賠償金債権

2 委託事案の概要（争点）

別紙1のとおり。

なお、本件については、労災法務専門員へ相談したところ、請求額で回収すべき

との見解を得ている。

3 委託弁護士及び選定理由

( 1）事務所 ・・法律事務所 coo市口口町7-8-9)

( 2）氏 名 00 00 

(4）委託理由 交通事故に関する訴訟事案に精通し、前年度にも債権回収業務委
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託の成功実績がある。また、本件債務者との聞に契約等を締結して

いるものではないことを確認済みである。

4 契約期間

平成田年．月．日 ～平成田年．月．日までとする。

5 支出予定額

別紙2「求償債権の回収業務に係る報酬算出表」に基づき支払うこととなるため、

最大で以下のとおりとなる見込み。

最低保証額 200, 00 0円

回収額比例額

報酬額計

※契約年度中に債権回収に至らない場合も、本年度末に最低保証額のみ支給する。

※旅費については、当該旅費を支給することが適当と判断した場合に、「国家公務

員等の旅費に関する法律（昭和 25年法律第 114号）」により報酬とは別に支給する。

6 予算支出予定科目及び工事コード

労働保険特別会計労災勘定

（項） 業務取扱費保険給付に必要な経費

報酬額（目） 諸 謝金 工事コード 12 2 2 

旅費（目）委員等旅費 向上

なお、予算については、四半期毎に本省に報告する「債権回収業務契約報告書」（別

紙 3）に基づき、委託業務終了時に本省から示達される。

7 支出負担行為担当官による契約については総務課において別途起案する。

26 



1 事案の概要

(1) 災害発生年月日

(2) 事故の当事者

(3) 事故の状況

平成．年．月．日

第一当事者甲

第二当事者乙

匝回

乙が運転する普通貨物自動圃圃・圃圃圃圃圃圃圃園田園圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃が、

走行していた．．．．．．のセンターラインを越えて対向車線側の歩道上で・・・・・園

田・・・E甲をはね、これにより甲は．．．．．． 重傷を負い、現在も療養中である。

(4) 労災保険給付状況

甲は、負傷当初は第二当事者側の自動車保険で対応するとしていたが、平成圃年．

月．日に第一当事者から療養給付たる療養の給付請求書が提出され、負傷日に遡って

労災保険給付への請求が行われたもので、業務上災害と認定し労災保険給付を行って

いる。

なお、現在までの給付額は｜

2 争点

(1) 本件に係る不真正連帯債務者への求償状況

ア 第二当事者である甲（求償不能）

イ 甲が契約する自賠責保険（求償済み）

請求済みで．．．．． が支払われている。

ウ 甲が契約する自動車保険（平成．年．月．日納入告知）

免責を主張し、保険対応を行っていない。（何度照会しでも理由の回答がない。）

エ 圃圃圃圃圃圃圃・・・・圃圃圃圃圃圃圃圃圃（平成．年．月．日納入告知）

自動車保険会社に本件に係る対応を依頼するとしている。

α） 納入見込み

(1)のウ及びエに対して納入告知を行っているが、現時点まで未納である。

3 回収に当たっての困難点

本件については、納入告知までにO回にわたり、上記2に係る法務相談を労災法務専

門員に行い、その助言に基づき債務者への説明を続けてきたものであるが、現時点まで

回収に至っていない。
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